
6 森林環境部 （単位：千円）

国費 県負担額 その他

1
森 林 環 境
総 務 課

山梨県森林環境
保全基金積立金

平成24年4月から導入した森林環
境税活用事業を実施するため、森
林環境保全基金に積み立てる。

249,719 303,349 266,017 37,332

2 環境創造課
 やまなし省エネ

推進県民運動事
業費

エネルギーの地産地消の推進のた
め、省エネルギー対策として、県
民向け普及啓発パンフレットの作
成、省エネイベント・家庭エコ診
断、事業者向け省エネセミナー等
を実施する。

2,764 264 2,500

3 環境創造課
住宅用太陽光発
電設備設置費補
助金

既設個人住宅における太陽光発電
設備の設置を促進するため、金融
機関等から融資を受けて設置を行
う個人に対し、利子相当額の一部
を助成する。

117,000 149,900 149,900

4
大 気 水 質
保 全 課

浄化槽設置整備
事業費補助金

生活排水による公共用水域の水質
汚濁を防止するため、設置費用を
助成している市町村に対し助成す
る。

112,000 99,471 99,471

5
大 気 水 質
保 全 課

環境にやさしい
バス普及促進事
業費

低公害車の普及促進を図るため、
低公害車購入に係る経費を負担し
ているバス事業者に対し助成す
る。

5,000 5,000 5,000

6 環境整備課
富士山クリーン
アップ事業費補
助金

富士山麓の不法投棄物を一掃する
ため、NPOが行政と協働して実施
する産業廃棄物の撤去活動に対し
助成する。

750 750 750

7
み ど り
自 然 課

森林体験活動支
援費補助金

森林環境税を活用し、子どもたち
の、将来にわたり山梨の森林を守
り育てる心を育むため、教育機関
等に対し、森林体験活動に要する
経費を助成する。

1,200 3,000 3,000

8
み ど り
自 然 課

地域の森づくり
活動支援費補助
金

森林環境税を活用し、社会全体で
森林を守り育てる気運の向上を図
るため、ＮＰＯ等民間団体に対
し、森づくり活動(間伐、枝打ち
等)に要する経費を助成する。

5,000 3,200 3,200

9
み ど り
自 然 課

やまなし緑育推
進事業費

緑に触れ合う機会を通じて幅広い
世代を対象に緑や自然を大切にす
る心を醸成するため、教育施設等
の緑化に係る事業に対する助成等
を行う。

4,662 4,662 4,662

10
み ど り
自 然 課

自然環境保全地
区等管理事業費

山梨県自然環境保全条例に基づ
き、自然環境保全地区の指定及び
管理を行う。

9,464 3,464 3,464
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11
み ど り
自 然 課

鳥獣保護管理人
材確保・育成事
業費

野生鳥獣による森林や農林業への
被害を防止するため、捕獲の担い
手である狩猟免許所有者を確保・
育成する。

9,500 12,420 12,420

12
み ど り
自 然 課

特定鳥獣適正管
理事業費補助金

里山地域における野生鳥獣による
農林業被害を防止するため、市町
村等が実施する管理捕獲に対し助
成する。

61,500 61,500 61,500

13 森林整備課
 衛星画像解析に

よる森林施業集
約化支援事業費

森林施業の集約化を図るため、衛
星画像を用いて人工林の樹冠の混
み具合や樹種を解析し、森林組合
等の林業事業体へ情報提供すると
ともに、森林経営計画の作成を支
援する。

8,649 8,649

14 林業振興課
県産材利用促進
事業費

県産材の需要拡大を図るため、県
産材を使った木工教室等のイベン
トの開催や出展、製品開発に助成
する。

13,620 1,380 1,380

15 林業振興課
甲斐の木づかい
推進事業費

県内の児童、生徒に森林の役割や
重要性や関心を高めさせ、県産材
を利用する意識を醸成するため、
県内の小・中学校に県産材を使用
した机・椅子の導入を促進する。

1,500 2,100 2,100

16 県 有 林 課
県有林低コスト
安定供給推進事
業費

作業道と林業機械を組み合わせた
作業システムの導入により、従来
利用されていなかった間伐材を県
内木材マーケットに供給する。

58,559 57,502 57,502

国 費 ： 国補助金、国基金　等

県 負 担 額 ： 一般財源、県債、使用料及び手数料　等

そ の 他 ： 寄付金、市町村負担金　等
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